
南海トラフ地震対策の強化に向けた取組方針【発災当初から復旧フェーズ版】
～能登半島地震支援活動の「気づき」をふまえて～
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【取組方針の概要】
• 令和６年能登半島地震の被災地へ派遣された職員
（県・市町等）が得た「気づき」を南海トラフ地震対
策にいかすため、課題ごとに対策の強化に向けた取組
の方向性をまとめた『南海トラフ地震対策の強化に向
けた取組方針【発災当初から復旧フェーズ版】～能登
半島地震支援活動の「気づき」をふまえて～』を作成
しました。

• 本取組方針では３６チームの活動内容が記載されてお
り、保健医療活動チーム１２チームの気づき・課題に
対して取り組みの方向性をとりまとめています。

資料２-１
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令和６年能登半島地震への支援状況（R6.9.30時点）

①ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）

②三重県看護協会災害支援ナースチーム

③日本赤十字社三重県支部チーム
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令和６年能登半島地震への支援状況（R6.9.30時点）

④ＪＭＡＴ三重（日本医師会災害医療チーム）

⑤ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）

⑥ＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チーム）

⑦保健師チーム
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令和６年能登半島地震への支援状況（R6.9.30時点）

⑧三重県薬剤師会派遣チーム

⑨獣医師派遣チーム

⑩ＪＤＡＴ三重（日本災害歯科支援チーム）
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令和６年能登半島地震への支援状況（R6.9.30時点）

⑪ＪＤＡ－ＤＡＴ三重（日本栄養士会災害支援チー
ム）

⑫三重ＪＲＡＴ（災害派遣リハビリテーション医療
チーム）
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「気づき・課題」に対する取り組み（抜粋）

①インターネット環境の整備

【気づき・課題】
様々な関係機関と連携して災害対応業務を実施す

る際に、映像や文書等の情報共有のほか、テレビ会
議にも利用できるインターネット回線は、業務の効
率化、円滑化に非常に役立った。

【取組の方向性】
通信インフラが被害を受けた災害現場において、

安定したインターネット環境を確保するため、衛星
通信設備（スターリンク、発電機等の電源）の整備
を進める。

【具体的な取組】
（令和６年度）
• 三重県庁、伊勢庁舎、尾鷲庁舎、熊野庁舎にスターリンクを配備した。（防災対策部）
• ＳＣＵ（三重県立看護大学、伊勢志摩広域防災拠点及び県営サンアリーナ）にスターリンクを配備した。
（令和７年度）
• 桑名庁舎、四日市庁舎、鈴鹿庁舎、津庁舎、伊賀庁舎、松阪庁舎、志摩庁舎にスターリンクを配備する見

込み。（防災対策部）
• ＳＣＵ（伊坂ダム、三重大学グラウンド）、県型保健所８か所、北勢福祉事務所において衛星携帯電話の

配備・更新を行う。
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「気づき・課題」に対する取り組み（抜粋）

②患者・要配慮者の搬送

【気づき・課題】
輪島市・珠洲市から、まずヘリコプターや陸路で

被災地外の災害拠点病院（石川県立中央病院）に患
者、要配慮者を移送し、そこで 1.5 次避難所、２次
避難所等の移送先を円滑に決定した。
津波浸水想定区域外に立地するなど、南海トラフ

地震の被害が少ないと想定される災害拠点病院の敷
地内にヘリポートを整備しておく必要がある。

【取組の方向性】
円滑に患者搬送を行うため、敷地内にヘリポート

が整備されていない災害拠点病院に対して、ヘリ
ポートの整備が促進されるような方策を検討すると
ともに、場外離着陸場を活用する場合でも、円滑に
患者を搬送できるよう訓練を実施する。
また、患者、要配慮者の移送先の決定を石川県立

中央病院において集約して行ったことも参考に、三
重県としての患者、要配慮者の搬送の考え方を検討
する。

【具体的な取組】
• ヘリポート整備に係る補助金交付制度について、引き続き災害拠点病院への周知を実施する。
• 令和６年度中部ブロックＤＭＡＴ実動訓練で場外離着陸場を活用した搬送訓練を実施した。（資料３）
• 上記訓練において既存の搬送体制を検証するとともに、三重県として災害時における医療搬送体制の検討

を実施する。（資料４）



8

「気づき・課題」に対する取り組み（抜粋）

③避難者に対する保健活動の体制づくり

【気づき・課題】
被災地において、避難所訪問を行っていた各チーム（DMAT、

DPAT、保健師チーム、災害支援ナース等）の連携が取れておらず、
情報共有もできていなかったため、避難所での活動内容が重複し、
同じ避難者に複数のチームが健康状態等を確認するための質問を繰
り返すことになり、避難者を疲弊させてしまうことがあった。
各チームが情報を共有し連携しながら活動できる体制づくりが必

要である。
また、避難生活の長期化により、運動機能や認知機能の低下、高

血圧等の症状が生じる高齢者が増加していることから、保健師チー
ムは、引き続き健康状態の把握や適切な対応が行えるよう、取り組
む必要がある。

【取組の方向性】
各チームが保健医療活動に係る
活動方針や避難者の健康状態を情
報共有しながら、連携して活動で
きる体制を検討する。あわせて、
各チームが連携した活動を実施す
ることができるよう訓練を通して
実効性を高めていく。
避難者の健康状態の変化を見逃

さず、適切な対応が行えるよう、
マニュアル等の改定や人材育成を
行う。

【具体的な取組】
• 災害時の保健医療活動に係る受援体制の充実を図るため、訓練等の機会を通して、連携を確認するととも

に体制について検討していく。
• 災害時の保健師活動マニュアル等の改定や人材育成研修に取り組む。


